

主要国・グループの提案とモダリティー草案との比較  　　　　  (H19.7.19農業新聞より抜粋)
	
	Ｇ１０
	ＥＵ
	Ｇ２０
	米国
	チャレンジ文書

（4月末提示）


	モダリティー草案

(7月17日提示)



	重要品目の数
	全品目の10～15%
	全品目の8%(4～5%)
	有税品目の1%
	全品目の

1～5%
	有税品目の4%か6%

※条件付きで6%か8%

	日本に適用した場合の品目数
	133～199
	106(53～66)
	10
	13～66
	40か60、※60か81

	上限関税
	導入反対
	一般品目のみ100%
	重要品目、一般品目ともに100%
	重要品目、一般品目ともに75%
	導入の是非を示さず
	・上限関税の記述はなし

・100%を超える品目が有税品目の5%以上残る場合は低関税輸入枠を追加的に拡大

	一般品目(重要品目以外)で関税率75%超の品目の削減率
	45～60%
	
60%
	75%
	85～90%
	米国とＥＵ

の間
	66～73%

	米国の国内補助金の全体削減
	
150億ドル以下
	 227億ドル(170億ドル)
	非常に低い100億ドル台～190億ドル
	130億か164億ドル


（かっこ内は主要国間の交渉で示した譲歩案）

· 　今回のモダリティー草案は、これまで最優先事項として位置づけていた上限関税については議長案に記述はないものの、重要品目の低関税輸入枠の拡大について、新たな提案をしていることから、高関税品目を多く抱えるわが国は適用が必至とみられます。

·   重要品目の数については、わが国をはじめとするＧ１０が「全品目の10～15%」と主張しているのに対し、今回は「有税品目の4%か6%」、数でいうと「40か60」を提案しており、160を超える高関税品目の半分もカバーできない状態であり、わが国にとって到底容認できるものではありません。


※　私たちＪＡグループ・農政連は、動向に注視しながら、引き続き、政府・与党への働きかけ、国民・消費者への理解促進、Ｇ１０農業団体の連携等に取り組んでまいります。

Ｗ Ｔ Ｏ 農 業 交 渉 に 関 す る 情　勢





ＷＴＯ農業交渉のファルコナー議長は、関税や補助金の削減ルールなどを定めるモダリティー（保護削減の基準）の議長案を７月１７日に各国に提起しました。これは、４月に提示された「チャレンジ文書」に次ぐもので今後本格的な交渉を行う際の「たたき台」になるものであり、その内容は上限関税について記述はないものの、重要品目の数・取扱いについては、依然としてわが国にとって厳しい内容となっています。


今後、９月３日の週以降に本格的な交渉が予定されており、９～１０月に再度大きな山場を迎える見込みとなっています。





★　日本のタリフラインの数　　全品目1,332


(米17，小麦20，砂糖56，でん粉8，牛肉26，豚肉32)


※有税タリフライン1,024 (ＷＴＯ譲許表ベース)








